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家計消費支出
総務省 「家計調査」
実質前年比％

0.5 ▲2.3 2.3 3.4 2.6 4.0 1.6 1.7 1.8 ▲0.9 ▲0.1 0.2

機械受注
内閣府 「機械受注統計」
季調済前期比％

▲2.5 0.7 2.8 ▲2.8 5.7 ▲14.8 5.6 4.6 ▲3.3 ▲4.3 2.6 3.9

輸出数量指数
内閣府 季調済前期比％

0.7 ▲4.2 7.0 1.3 2.0 ▲1.8 ▲4.1 ▲4.8 2.6 ▲2.3 ▲2.3 ▲2.3 0.1

輸入数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲1.4 2.8 ▲5.5 7.4 ▲2.0 2.0 ▲3.0 1.7 ▲1.7 7.8 ▲12.4 3.8 3.2

鉱工業生産指数
経済産業省 「鉱工業生産指数」
季調済前期比％

2.3 0.9 ▲1.6 1.3 ▲0.2 ▲3.4 0.4 ▲1.0 ▲1.6 ▲4.1 1.6 ▲1.4

完全失業率
総務省 「労働力調査」 ％

4.5 4.6 4.5 4.5 4.6 4.4 4.3 4.3 4.2 4.2 4.2 4.1

消費者物価指数
総務省 「消費者物価指数」
前年比％（生鮮除く総合）

▲0.1 ▲0.1 0.1 0.2 0.2 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.3 ▲0.1 0.0 ▲0.1

国内企業物価指数
日本銀行 「企業物価指数」
前年比％

0.8 0.3 0.4 0.3 ▲0.6 ▲0.8 ▲1.5 ▲2.2 ▲1.9 ▲1.5 ▲1.0 ▲0.9 ▲0.6
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主要経済統計データ

　気がつけば小規模なクリニックでもコンピュータが使われ

るようになった。私のかかりつけのクリニックでも、医師は

傍らに置いたコンピュータで検査結果や過去の診療履歴を

見ながら問診している。私は他の病院の健康診断結果も持

参し入力してもらっているので、医師はデータを何年分もさ

かのぼって参照できる。

　次のステップは、このデータのポータビリティだと考え

る。今後、他の病院で診療することになっても、こうした

データを利用することで、より的確に診療が受けられるな

らありがたい。医学の進歩や医療サービスの向上に役立つ

なら、自分のデータを大いに活用して欲しいとも思う。加え

て医療費控除の確定申告も楽になるなら、なお喜ばしい。

　医療分野における情報通信技術の活用（ICT化）は、さ

まざまな関係機関のネットワーク構築の段階を迎えている。

わが国では、これまで医療のICT化は進展が遅いと揶揄さ

れてきたが、医事会計や電子カルテなど緩やかながら着実

にコンピュータの普及がみられる。また、各所のコンピュー

タがネットワークを形成するようになってきた。

　この動きは、医療の変革が進んでいることが要因となっ

ている。高齢社会においては、慢性疾患医療の比率が高く

なり、従来の急性期医療中心の体制から、生涯にわたる健

康・疾病管理を重視する体制に変わる必要がある。これに

は単独の病院だけでは完結せず、複数の病院・診療所、

福祉施設、また医療や介護に関係するさまざまなサービス

も含む連携体制が必要になる。このような医療連携・包括

ケアに向け、政策も現場も動いているのだ。

　政府は、IT化を促進する政策も重点的に実施している。

地域医療福祉情報連携ネットワークシステムやPHR/EHR

（Personal/Electronic Health Record）の整備促進施策や

各種の機器・システムを連携させるための標準化施策が多

数ある。それらのなかでも情報セキュリティ・プライバシー

対策はとくに重要視され、制度、業務、技術などさまざま

な検討が行われている。たいへん重要な課題であり、関係

者の真摯な取り組みに敬意を表したい。

　同じように大切なのは、個人の意識である。自分自身の

データを自ら管理する意識をもつこと、より良い医療のため

にデータを活用する望み、またそれが可能になるように行動

することである。このような個 人々の意識や行動が起点とな

って、医療分野のネットワークが発展・定着し、ひいては高

齢社会が求める医療体制の実現につながっていくと考える。

　持続可能な資源利用に関する『ハーマン・デイリーの原

則』というのをご存知だろうか。①再生可能な資源の利用

速度は、再生の速度を超えないようにする、②再生不可能

な資源は、再生可能な資源による代替が可能なペースで利

用する、③「汚染物質」の排出速度は、環境による循環・吸

収・無害化の速度を超えないようにする、という３つだ。

　一方、（自然環境のなかでは）再生不可能な資源の代表

選手である金属資源は、(ⅰ)地球上では有限だが、(ⅱ)原理

的には不滅で人為的に再生可能といった特徴がある。ここ

から導かれる再生不可能資源の持続的利用のための基本

戦略は“グローバルレベルでの資源の使い回し”だ。

　例えば、人間にとって最も馴染み深い金属である鉄につ

いて見てみよう。これまでの分析結果に基づき、人間一人に

必要な鉄鋼のストック量が社会インフラなどを含めて10ト

ンと想定すると、2050年の世界人口90億人のために必要

な鉄の総量は900億トンとなる。これは、既に世界で使われ

ている鉄のストック量と現在確認されている残存埋蔵量の

合計とほぼ同レベルである。すなわち、1人10トンの鉄を上

手く使い回すサイクルができれば、人類全体が持続的に鉄

を使い続けることができると言える。

　一見、超長期の原理原則のようにも見えるが、日本の製

造業が世界のなかでポジションを維持・向上していくため

には、このような持続的な資源利用体系の構築を目標とし

て足下から行動することがカギとなる。資源の使い回しで

重要となるのが、素材や製品の生産から廃棄以降までを管

理する「ライフサイクルマネジメント」の概念である。具体的

には、①解体・再生を前提とした製品づくりと連携したリサ

イクルシステムである“リバースマニュファクチャリング(逆生

産)”、②素材を適切に分別することでトレーサビリティーを

強化して循環を効かす“素材マネジメント”などである。

　①は既に家電・自動車などで実施され始めており、②は

検討が始まっている段階だ。こうした実績を踏まえて、グ

ローバルなモノの流れのなかで、日本から輸出した製品を

再び日本に戻し素材への逆工程を日本が担うなど、製品の

ライフサイクル全体を管理するビジネスモデルを世界規模

で構築できれば、日本の製造業は優位性を発揮できる。
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図1 将来の生活不安は震災から3ヵ月時点と同水準

図2 賢い消費が定着
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出所：三菱総合研究所・生活者市場予測システム（mif）

─安全・家族・余暇レジャー　　

特　集 2013年の消費のキ　ーワード　　

Point

○将来の生活への不安感は、震災後３カ月時点と
現在を比べても大きな変化なし。

○2013年の消費のキーワードは「安全」「家族」
「余暇・レジャー」。

○所得が伸びない前提で「賢い消費」が定着。
　同時に生活そのものの見直しが始まっている。

　2013年3月11日、東日本大震災から２年を迎え

る。未曾有の災害をもたらした大震災を経て日本人

の消費意識はどう変わったのか。

　三菱総合研究所では、震災から3カ月後の2011

年6月と、それから一年後の2012年6月に全国3

万人、2,000設問の国内最大規模の生活者定点調査

を実施した。そこから、2013年の消費を読み解い

ていく。

１.将来の生活への不安感は、震災
から３カ月時点と同水準

　まず、2012年6月時点の将来の生活意識に注目

する（図1左）。「とても不安」「不安」の合計値は62

％。この水準は、2011年6月時点とほぼ同じであり、

根強い不安感がいまなお残っていることがわかる。

　では、どういうことに対して不安に思っているの

か（図1右）。「放射能物質が拡散する」が1年前よ

りも減少する一方で、より不安度が高まった2項目

は「経済の停滞」（+9ポイント）、「地震等の天災の

脅威」（+8ポイント）であった。つまり、不安感の

水準は前年から変わっていないものの、不安の中身

自体は「放射能リスク」から「経済情勢」「地震リ

スク」へと変化している。そして、1年前の放射能

への不安の高まりを事故直後の一時的な現象ととら

えれば、将来に対する全般的な不安は高まっている

と見ることもできよう。

２.所得が伸びない前提で「賢い消
費」が定着

　こうした不安感は暮らし向きにも影響している。

「経済情勢」を不安視する人が増えたことから、「今

後の暮らし向き」については、「向上」が12％にと

どまるのに対し、「同じ」が51％、「低下」が28％

と、認識は厳しさを増している。依然として、生活

者の財布の紐は固い様子がうかがえる。

　そうしたなかで、消費に対する意識は「無駄な出

費はせず、本当に必要なことにだけお金を使う」

「流行より機能性」という人が75％を占めた（図2）。

所得の向上も望めず、今後の暮らし向きを不安視す

る。トータルの支出を抑制するなかで、機能性や必

要性を吟味し、本当に必要な商品のみを購入する

「賢い消費」が定着してきたといえそうだ。2012

年末に、日本経済新聞社が実施したアンケートで

は、安倍政権に交代したことで、景気は良くなると

思う人が悪くなると思う人よりも多かった。新政権

への期待の高さがうかがえる反面、収入の見通しは

「増加」が14％にとどまり、「不変」「減少」の合計

値は80％超に達した。新政権発足後も自らの暮ら

し向きに対する認識は厳しいままであり、「賢い消

費」のトレンドは今後も続くと予想する。

３.2013年の消費のキーワードは
「安全」「家族」「余暇・レジャー」

　このように「賢い消費」のトレンドが続く一方、

生活者の実感に対する調査結果（4ページ図3）か

らは、幸福度、生活満足度はわずかながら向上して

いることがわかった。さらに満足度が高まっていた

生活分野の項目を見ると、「生活の安全」「家族との

コミュニケーション」「余暇・レジャー」の３つを

あげることができる。これらは、幸福度との相関も

強く、幸福度の向上に寄与したと言えるだろう。

　3つのうち「安全」「家族」は震災後に強まった

価値観である。2011年6月の調査からは、震災後

の変化として、安全安心に暮らしたいという「安全

志向」が一層強まったこと、家族との信頼関係やふ

れあいを大切にしたいという「絆志向」が高まった

ことが把握された。この価値観の変化が2012年に

かけて「安全」や「家族」に関する生活行動を変え

たと考えられる。また、「余暇・レジャー」に関し

ては震災後の自粛の反動もさることながら、家族と

行動する機会を通じて家族の絆を重視する考え方

や、選別的に賢い消費をする意識を反映したものと

みることができる。

　これらをより深く見ていくことが、消費者の幸福

度を高め、消費拡大にもつながるのではないか。

　図4は、「食」「住」「健康」など22ライフスタイル

分野の398項目について、この1年間の実施状況の

変化と今後の実施意向の変化から、9象限に分類、

整理したものだ。そのうち、①現在また今後も増加

傾向にある象限を「アップトレンド」、②現在は上

昇傾向だが今後は減少が予想される象限を「減速ト

レンド」、③現在また今後も減少傾向にある象限を

「ダウントレンド」、④現在は減少傾向だが今後増加

が予想される象限を「反転トレンド」の4つに分

類。このうち「アップトレンド」に分類された9項

目に注目し、「安全」「家族」「余暇・レジャー」の

切り口から、2013年の消費の方向性を読み解く。

※２　後述のトピックス「G20に期待される本来の機能」を参照。

※１　ユーロ圏諸国は、ギリシャ危機を受け域内国への金融支援を行う目的で、
10年6月に政府保証を基に欧州金融安定基金（EFSF）を創設。その後、
欧州債務危機の深刻化により、17カ国の出資による恒久的機関として欧州
安定メカニズム（ESM）の創設を決定（12年10月に発足）。
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水準は前年から変わっていないものの、不安の中身

自体は「放射能リスク」から「経済情勢」「地震リ

スク」へと変化している。そして、1年前の放射能

への不安の高まりを事故直後の一時的な現象ととら

えれば、将来に対する全般的な不安は高まっている

と見ることもできよう。

２.所得が伸びない前提で「賢い消
費」が定着

　こうした不安感は暮らし向きにも影響している。

「経済情勢」を不安視する人が増えたことから、「今

後の暮らし向き」については、「向上」が12％にと

どまるのに対し、「同じ」が51％、「低下」が28％

と、認識は厳しさを増している。依然として、生活

者の財布の紐は固い様子がうかがえる。

　そうしたなかで、消費に対する意識は「無駄な出

費はせず、本当に必要なことにだけお金を使う」

「流行より機能性」という人が75％を占めた（図2）。

所得の向上も望めず、今後の暮らし向きを不安視す

る。トータルの支出を抑制するなかで、機能性や必

要性を吟味し、本当に必要な商品のみを購入する

「賢い消費」が定着してきたといえそうだ。2012

年末に、日本経済新聞社が実施したアンケートで

は、安倍政権に交代したことで、景気は良くなると

思う人が悪くなると思う人よりも多かった。新政権

への期待の高さがうかがえる反面、収入の見通しは

「増加」が14％にとどまり、「不変」「減少」の合計

値は80％超に達した。新政権発足後も自らの暮ら

し向きに対する認識は厳しいままであり、「賢い消

費」のトレンドは今後も続くと予想する。

３.2013年の消費のキーワードは
「安全」「家族」「余暇・レジャー」

　このように「賢い消費」のトレンドが続く一方、

生活者の実感に対する調査結果（4ページ図3）か

らは、幸福度、生活満足度はわずかながら向上して

いることがわかった。さらに満足度が高まっていた

生活分野の項目を見ると、「生活の安全」「家族との

コミュニケーション」「余暇・レジャー」の３つを

あげることができる。これらは、幸福度との相関も

強く、幸福度の向上に寄与したと言えるだろう。

　3つのうち「安全」「家族」は震災後に強まった

価値観である。2011年6月の調査からは、震災後

の変化として、安全安心に暮らしたいという「安全

志向」が一層強まったこと、家族との信頼関係やふ

れあいを大切にしたいという「絆志向」が高まった

ことが把握された。この価値観の変化が2012年に

かけて「安全」や「家族」に関する生活行動を変え

たと考えられる。また、「余暇・レジャー」に関し

ては震災後の自粛の反動もさることながら、家族と

行動する機会を通じて家族の絆を重視する考え方

や、選別的に賢い消費をする意識を反映したものと

みることができる。

　これらをより深く見ていくことが、消費者の幸福

度を高め、消費拡大にもつながるのではないか。

　図4は、「食」「住」「健康」など22ライフスタイル

分野の398項目について、この1年間の実施状況の

変化と今後の実施意向の変化から、9象限に分類、

整理したものだ。そのうち、①現在また今後も増加

傾向にある象限を「アップトレンド」、②現在は上

昇傾向だが今後は減少が予想される象限を「減速ト

レンド」、③現在また今後も減少傾向にある象限を

「ダウントレンド」、④現在は減少傾向だが今後増加

が予想される象限を「反転トレンド」の4つに分

類。このうち「アップトレンド」に分類された9項

目に注目し、「安全」「家族」「余暇・レジャー」の

切り口から、2013年の消費の方向性を読み解く。

※２　後述のトピックス「G20に期待される本来の機能」を参照。

※１　ユーロ圏諸国は、ギリシャ危機を受け域内国への金融支援を行う目的で、
10年6月に政府保証を基に欧州金融安定基金（EFSF）を創設。その後、
欧州債務危機の深刻化により、17カ国の出資による恒久的機関として欧州
安定メカニズム（ESM）の創設を決定（12年10月に発足）。
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　図4は、「食」「住」「健康」など22ライフスタイ

ル分野の398項目について、この1年間の実施状況

の変化と今後の実施意向の変化を、9象限に分類、

整理した。そのうち、①現在も今後も増加傾向にあ

る項目を「アップ」、②現在は上昇傾向だが今後は

減少が予想される項目を「減速」、③現在も今後も

減少傾向にある項目を「ダウン」、④現在は減少傾

向だが今後増加が予想される項目を「反転」の4つ

のトレンドに分類。このうち「アップトレンド」に

分類された19項目のうち、消費行動に影響を与え

そうな9項目に注目し、「安全」「家族」「余暇・レ

ジャー」の切り口から、2013年の消費の方向性を

読み解く。

キーワード１　安全

　「安全」の項目では「住所・氏名が書かれた郵便

物はそのまま捨てない」「ネットで防災情報を常に

受信」がアップトレンドであった。

　「郵便物」は、昨今スマートフォンから個人情報

が不正取得されるケースなどが問題視されており、

スマートフォンやパソコンなど、情報機器に関する

セキュリティ対策消費が個人レベルでも進展しそう

である。

　「ネットで防災情報」は、震災をきっかけに高ま

った安全意識を反映するものといえる。防災や防犯

などの安全に関する商品やサービスのニーズは根強

いだろう。

キーワード２　家族　　　　　　　　

　「家族」では、「外より自宅でお酒を飲む」「家族

そろって食事をする」「夫婦の時間を楽しむ」があ

げられた。これらは、安全を出発点とする絆志向に

節約志向が結びついた結果と言えそうだ。

　ここでのポイントは「簡単」「おいしい」「健康」

である。働く女性が増え、時間をかけずに食事の用

意を工夫したい、手軽におかずをつくりたい、と考

える家庭をターゲットとした惣菜調味料が売れてい

る。残り物の味付けを変えて食材を無駄にせずに食

べきるリメーク料理も浸透している。

　さらには、健康や美容にいいことを家庭でも実践

したいというのが昨今の消費者だ。1食500キロカ

ロリー以下で栄養価も高いレシピが紹介された『体

脂肪計タニタの社員食堂』シリーズは昨年の書籍ベ

ストセラーの上位に食い込んだ。また、日本の伝統

調味料である塩麹が流行ったが、健康にもよい万能

調味料としても人気を呼んでいる。お米でパンが作

れる「GOPAN」などのホームベーカリーも人気。

キーワード３　余暇・レジャー

　余暇・レジャー関連消費では、「お気に入りのブ

ランドやお店で買う」「夫婦で余暇を楽しむ」とい

った項目があげられる。震災後の自粛や電力不足が

解消されたこと、また新たな施設の開業が消費行動

を高めたとみられる。

　2012年、最も観光客を集めたのが東京スカイツ

リーであった。5月の開業以来、想定を上回る来場

を記録し、開業1年間の来場者数は4,400万人と見

込まれている。また、遊園地・テーマパークも好調

で、2012年の売上は過去最高になる見通しだ。

　「お気に入りのブランドやお店で買う」に関して

は、相次いで開業した都心の商業施設から動向を読

み解くことができる。20代後半～40代の「働く女

性」がターゲットで「大人が楽しむ渋谷」がコンセ

プトの渋谷ヒカリエ、国内外を忙しく飛び回り、旅

先を巡るなかで真の上質を知る男性にふさわしい品

揃えを目指す阪急MEN’s Tokyoなど、特徴の際立

った施設が多く開業した。自分のコンセプトに合う

お気に入りのお店でショッピングを楽しむ顧客を囲

い込む戦略は功を奏したのか、新規開業効果は百貨

店全体に波及し、2012年の全国の百貨店売上高は

既存店ベースで16年ぶりに前年比プラスとなった。

2013年も、各地で特徴のある商業施設が開業する

計画が目白押しだ。

　2013年は、生活者のニュートレンドに供給側も

機動的に対応することで、消費・景気回復に弾みが

つくことを期待したい。

※３　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、有料老人
ホーム、グループホームのベッド数の合計

※２　互いに相関が大きい設問の背景に共通に存在するであろう考え方。例えば、
「原子力発電を利用しなくても自分たちの生活には問題は起こらない」と
「原子力発電所を再稼働させなくても、電力不足は避けられると思う」と
いう２設問の背景には、共通して「原子力発電廃止の影響は小さい」とい
う考え方が存在すると考察される。こうして抽出される複数の「共通因子」
について因果関係を分析する手法を共分散構造分析という。
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　図4は、「食」「住」「健康」など22ライフスタイ

ル分野の398項目について、この1年間の実施状況

の変化と今後の実施意向の変化を、9象限に分類、

整理した。そのうち、①現在も今後も増加傾向にあ

る項目を「アップ」、②現在は上昇傾向だが今後は

減少が予想される項目を「減速」、③現在も今後も

減少傾向にある項目を「ダウン」、④現在は減少傾

向だが今後増加が予想される項目を「反転」の4つ

のトレンドに分類。このうち「アップトレンド」に

分類された19項目のうち、消費行動に影響を与え

そうな9項目に注目し、「安全」「家族」「余暇・レ

ジャー」の切り口から、2013年の消費の方向性を

読み解く。

キーワード１　安全

「安全」の項目では「住所・氏名が書かれた郵便

物はそのまま捨てない」「ネットで防災情報を常に

受信」がアップトレンドであった。

「郵便物」は、昨今スマートフォンから個人情報

が不正取得されるケースなどが問題視されており、

スマートフォンやパソコンなど、情報機器に関する

セキュリティ対策消費が個人レベルでも進展しそう

である。

「ネットで防災情報」は、震災をきっかけに高ま

った安全意識を反映するものといえる。防災や防犯

などの安全に関する商品やサービスのニーズは根強

いだろう。

キーワード２　家族

「家族」では、「外より自宅でお酒を飲む」「家族

そろって食事をする」「夫婦の時間を楽しむ」があ

げられた。これらは、安全を出発点とする絆志向に

節約志向が結びついた結果と言えそうだ。

ここでのポイントは「簡単」「おいしい」「健康」

である。働く女性が増え、時間をかけずに食事の用

意を工夫したい、手軽におかずをつくりたい、と考

える家庭をターゲットとした惣菜調味料が売れてい

る。残り物の味付けを変えて食材を無駄にせずに食

べきるリメーク料理も浸透している。

さらには、健康や美容にいいことを家庭でも実践

したいというのが昨今の消費者だ。1食500キロカ

ロリー以下で栄養価も高いレシピが紹介された『体

脂肪計タニタの社員食堂』シリーズは昨年の書籍ベ

ストセラーの上位に食い込んだ。また、日本の伝統

調味料である塩麹が流行ったが、健康にもよい万能

調味料としても人気を呼んでいる。お米でパンが作

れる「GOPAN」などのホームベーカリーも人気。

キーワード３　余暇・レジャー

　余暇・レジャー関連消費では、「お気に入りのブ

ランドやお店で買う」「夫婦で余暇を楽しむ」とい

った項目があげられる。震災後の自粛や電力不足が

解消されたこと、また新たな施設の開業が消費行動

を高めたとみられる。

　2012年、最も観光客を集めたのが東京スカイツ

リーであった。5月の開業以来、想定を上回る来場

を記録し、開業1年間の来場者数は4,400万人と見

込まれている。また、遊園地・テーマパークも好調

で、2012年の売上は過去最高になる見通しだ。

「お気に入りのブランドやお店で買う」に関して

は、相次いで開業した都心の商業施設から動向を読

み解くことができる。20代後半～40代の「働く女

性」がターゲットで「大人が楽しむ渋谷」がコンセ

プトの渋谷ヒカリエ、国内外を忙しく飛び回り、旅

先を巡るなかで真の上質を知る男性にふさわしい品

揃えを目指す阪急MEN’s Tokyoなど、特徴の際立

った施設が多く開業した。自分のコンセプトに合う

お気に入りのお店でショッピングを楽しむ顧客を囲

い込む戦略は功を奏したのか、新規開業効果は百貨

店全体に波及し、2012年の全国の百貨店売上高は

既存店ベースで16年ぶりに前年比プラスとなった。

2013年も、各地で特徴のある商業施設が開業する

計画が目白押しだ。

　2013年は、生活者のニュートレンドに供給側も

機動的に対応することで、消費・景気回復に弾みが

つくことを期待したい。

※３　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、有料老人
ホーム、グループホームのベッド数の合計

※２　互いに相関が大きい設問の背景に共通に存在するであろう考え方。例えば、
「原子力発電を利用しなくても自分たちの生活には問題は起こらない」と
「原子力発電所を再稼働させなくても、電力不足は避けられると思う」と
いう２設問の背景には、共通して「原子力発電廃止の影響は小さい」とい
う考え方が存在すると考察される。こうして抽出される複数の「共通因子」
について因果関係を分析する手法を共分散構造分析という。
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予測による保守
サービス最適化
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【新サービス創出】
ライフスタイルに応
じた商品情報提供
サービスなど

MRI

23.1
（9,196,889件）

36.6
（14,318,350件）

45.4
（16,578,076件）

50.2
（17,565,557件）

52.7
（18,052,209件）

○インターネットの急速な普及に比べ、電子政
府の取り組みはまだ国民の実感に乏しい。

○2001年のe-Japan戦略発表から10年あまり、
電子政府推進の施策が進められてきた。

○電子政府推進のリーダーとして政府CIOを任
命。利用者目線での電子政府推進に期待する。

Point

　IT基 本法が施行され、IT国 家戦略である

「e-Japan戦略」が決定されたのは、2001年1月

22日のことである。これに基づき、これまで10年

余りにわたって、IT基盤の整備、ITに関する研究

開発の促進、行政の情報化、電子政府の推進などの

施策が実施されてきた。IT関連予算は最近は減少傾

向にあるものの、毎年1兆円前後が投じられてきた。

　これら一連の施策により、わが国のインターネッ

ト人口普及率は約80%にまで達した。ネットショ

ッピング、音楽コンテンツの流通、ブログのような

ソーシャルネットワークの利用などが一般化し、ネ

ットワークの高速化、低価格化とあわせて、利便性

を実感できるようになった。

　一方、電子政府の主な機能の一つである電子申請

の普及率をみると、例えば輸出入申告を処理する

NACCSは約98%、国税庁のe-TAXは06年度に

23%だったものが11年度には52%に増加した。

　しかし、途中で廃止となったシステムも存在す

る。国民からは、電子政府の効用が実感できないと

いう声も多く聞かれる。特許庁の新システムの開発

が中断し、54億円が無駄になったとの報道があっ

たように、電子政府実現の難しさが改めて浮き彫り

となっている。

　マイナンバー法は一時足踏み状態となったが、遅

かれ早かれ複数のシステム間で、情報のやりとりを

する必要性は確実に増えていく。今後は、費用対効

果も含め、利用者の目線はもちろん、複数業務を省庁

横断的な視点で見渡した施策立案、システムの実現、

オープンデータの推進などがますます重要となる。

　インターネットなど通信インフラの発展や、民間

における活用が加速度的に進む一方で、わが国の電

子政府世界ランキングは、12年度の国連調査では

18位（1位:韓国、米国は5位）となっており、こ

れまで実施してきた施策に比して振るわない。その

大きな原因として、利用者目線の不足とともに、プ

ロジェクトの中断も含めた強い権限を有し、省庁間

に跨る業務を俯瞰的に捉えシステム化に導く、民間

におけるCIO的な役割の欠如があげられる。

　政府情報システム有識者会議において「政府

CIO」の早期設置が提言され、2012年8月には、

電子行政推進のリーダーとして元リコー副社長の遠

藤紘一氏が政府CIOに任命された。今度こそ政府

CIOのリーダシップの下、政府全体の発注力（的

確な要件定義の能力など）の強化も含めた、迅速か

つ的確な電子政府の推進を期待する。

※　労働力率とは、生産年齢人口（一般には15歳以上人口）に占める働く意思の
ある人の割合。

※１　Siri（Speech Interpretation and Recognition Interface）：音声認識と
自然言語処理を用いたパーソナルアシスタント

※２　O2O（Online to Offline）：ネット上での活動と実店舗での活動の連携・融合
※３　AR（Augmented Reality）：拡張現実。人が知覚する現実環境をコンピュ

ータにより拡張する技術

※　「微細藻類を利用した燃料の開発」（産業競争力懇談会、2012年3月）

○2011年、日本の医療費は37.6兆円に達し、
毎年1.2兆円ずつ増えている。

○医療費の削減を図る１つの方法に、電子化され
た診療報酬明細書（レセプト）の分析がある。

○企業のメリットも大きい。民間健保の立て直し
や中堅社員の健康維持と人材管理につながる。

Point

　医療には多くの課題がある。医師不足や医療機関

の偏在、なかでも医療費の増大は大きな課題だ。

2011年、日本の医療費は37.6兆円に達した。毎年

1.2兆円ずつ増えており、このペースが続けば2025

年には56兆円に上るという試算が政府から出され

た。医療費の削減は喫緊の課題である。

　医療費増加の主要因と言われているのが高齢者の

医療費高騰だ。高齢者数の増加もさることながら1

人当たりの年間医療費も高い。11年度の国保被保

険者では70歳未満が30.5万円なのに対し、70歳

以上は90.8万円にのぼる。さらに地域による医療

費の格差もある。一般に西高東低と言われており、

最も高い福岡県が115.8万円で、最も低い新潟県は

73.9万円、実に1.57倍の開きがある。

　これらの問題の解決策の１つとして期待されてい

るのが、電子化された診療報酬明細書（レセプト）

の分析である。例えば生活習慣による高齢者疾患の

治療は、パターン化した医療が大半である。したが

って、レセプトの分析により医療内容の実態を把握

することで、適正かつ質の高い医療提供が可能にな

る。適切な疾病管理プログラムなどを導入すれば、

医療費を大幅に抑えられる可能性が高い。

　また、医療費が低い県の要因を究明するなど地域

ごとの分析を行えば、医療の平準化や薬の過剰投入

の軽減など、医療費の適正化を図ることが可能だ。

同じ病気で複数病院を受診したり、月に15日以上

の通院が続く「重複・頻回受診」といった受診行動な

ども容易に把握できるので、国や自治体にとっては

ニーズに合った医療計画を立てることも可能だ。

　企業にとってもメリットがある。現在約9割が赤

字に陥っている民間健保組合に対して、立て直しを

図る施策を講じることが可能である。例えば、生活

習慣病予備軍となる罹患者を健保組合が抽出し、個

別に生活改善を呼びかければ、重症化を回避できよ

う。医療費の削減だけでなく、企業は中堅社員の健

康維持と人材管理を確実に行うことができる。

　厚生労働省は医療費適正化を目的に電子レセプト

を毎月収集しているが、いよいよ2013年よりレセ

プトデータ提供の本格運用が始まる。重要なのは、

膨大なデータをどう分析し、その結果をどう生かし

ていくかだ。これには専門家の力が必要である。

　三菱総合研究所では、国や地方自治体が医療費の

実態把握や適正化計画のためのレセプト分析システ

ムを構築しており、政策立案の実施・運用支援の一

翼を担っています。
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（9,196,889件）

36.6
（14,318,350件）

45.4
（16,578,076件）

50.2
（17,565,557件）

52.7
（18,052,209件）

○インターネットの急速な普及に比べ、電子政
府の取り組みはまだ国民の実感に乏しい。

○2001年のe-Japan戦略発表から10年あまり、
電子政府推進の施策が進められてきた。

○電子政府推進のリーダーとして政府CIOを任
命。利用者目線での電子政府推進に期待する。

Point

　IT基 本法が施行され、IT国 家戦略である

「e-Japan戦略」が決定されたのは、2001年1月

22日のことである。これに基づき、これまで10年

余りにわたって、IT基盤の整備、ITに関する研究

開発の促進、行政の情報化、電子政府の推進などの

施策が実施されてきた。IT関連予算は最近は減少傾

向にあるものの、毎年1兆円前後が投じられてきた。

　これら一連の施策により、わが国のインターネッ

ト人口普及率は約80%にまで達した。ネットショ

ッピング、音楽コンテンツの流通、ブログのような

ソーシャルネットワークの利用などが一般化し、ネ

ットワークの高速化、低価格化とあわせて、利便性

を実感できるようになった。

　一方、電子政府の主な機能の一つである電子申請

の普及率をみると、例えば輸出入申告を処理する

NACCSは約98%、国税庁のe-TAXは06年度に

23%だったものが11年度には52%に増加した。

　しかし、途中で廃止となったシステムも存在す

る。国民からは、電子政府の効用が実感できないと

いう声も多く聞かれる。特許庁の新システムの開発

が中断し、54億円が無駄になったとの報道があっ

たように、電子政府実現の難しさが改めて浮き彫り

となっている。

　マイナンバー法は一時足踏み状態となったが、遅

かれ早かれ複数のシステム間で、情報のやりとりを

する必要性は確実に増えていく。今後は、費用対効

果も含め、利用者の目線はもちろん、複数業務を省庁

横断的な視点で見渡した施策立案、システムの実現、

オープンデータの推進などがますます重要となる。

　インターネットなど通信インフラの発展や、民間

における活用が加速度的に進む一方で、わが国の電

子政府世界ランキングは、12年度の国連調査では

18位（1位:韓国、米国は5位）となっており、こ

れまで実施してきた施策に比して振るわない。その

大きな原因として、利用者目線の不足とともに、プ

ロジェクトの中断も含めた強い権限を有し、省庁間

に跨る業務を俯瞰的に捉えシステム化に導く、民間

におけるCIO的な役割の欠如があげられる。

　政府情報システム有識者会議において「政府

CIO」の早期設置が提言され、2012年8月には、

電子行政推進のリーダーとして元リコー副社長の遠

藤紘一氏が政府CIOに任命された。今度こそ政府

CIOのリーダシップの下、政府全体の発注力（的

確な要件定義の能力など）の強化も含めた、迅速か

つ的確な電子政府の推進を期待する。

※　労働力率とは、生産年齢人口（一般には15歳以上人口）に占める働く意思の
ある人の割合。

※１　Siri（Speech Interpretation and Recognition Interface）：音声認識と
自然言語処理を用いたパーソナルアシスタント

※２　O2O（Online to Offline）：ネット上での活動と実店舗での活動の連携・融合
※３　AR（Augmented Reality）：拡張現実。人が知覚する現実環境をコンピュ

ータにより拡張する技術

※　「微細藻類を利用した燃料の開発」（産業競争力懇談会、2012年3月）

○2011年、日本の医療費は37.6兆円に達し、
毎年1.2兆円ずつ増えている。

○医療費の削減を図る１つの方法に、電子化され
た診療報酬明細書（レセプト）の分析がある。

○企業のメリットも大きい。民間健保の立て直し
や中堅社員の健康維持と人材管理につながる。

Point

　医療には多くの課題がある。医師不足や医療機関

の偏在、なかでも医療費の増大は大きな課題だ。

2011年、日本の医療費は37.6兆円に達した。毎年

1.2兆円ずつ増えており、このペースが続けば2025

年には56兆円に上るという試算が政府から出され

た。医療費の削減は喫緊の課題である。

　医療費増加の主要因と言われているのが高齢者の

医療費高騰だ。高齢者数の増加もさることながら1

人当たりの年間医療費も高い。11年度の国保被保

険者では70歳未満が30.5万円なのに対し、70歳

以上は90.8万円にのぼる。さらに地域による医療

費の格差もある。一般に西高東低と言われており、

最も高い福岡県が115.8万円で、最も低い新潟県は

73.9万円、実に1.57倍の開きがある。

　これらの問題の解決策の１つとして期待されてい

るのが、電子化された診療報酬明細書（レセプト）

の分析である。例えば生活習慣による高齢者疾患の

治療は、パターン化した医療が大半である。したが

って、レセプトの分析により医療内容の実態を把握

することで、適正かつ質の高い医療提供が可能にな

る。適切な疾病管理プログラムなどを導入すれば、

医療費を大幅に抑えられる可能性が高い。

　また、医療費が低い県の要因を究明するなど地域

ごとの分析を行えば、医療の平準化や薬の過剰投入

の軽減など、医療費の適正化を図ることが可能だ。

同じ病気で複数病院を受診したり、月に15日以上

の通院が続く「重複・頻回受診」といった受診行動な

ども容易に把握できるので、国や自治体にとっては

ニーズに合った医療計画を立てることも可能だ。

　企業にとってもメリットがある。現在約9割が赤

字に陥っている民間健保組合に対して、立て直しを

図る施策を講じることが可能である。例えば、生活

習慣病予備軍となる罹患者を健保組合が抽出し、個

別に生活改善を呼びかければ、重症化を回避できよ

う。医療費の削減だけでなく、企業は中堅社員の健

康維持と人材管理を確実に行うことができる。

　厚生労働省は医療費適正化を目的に電子レセプト

を毎月収集しているが、いよいよ2013年よりレセ

プトデータ提供の本格運用が始まる。重要なのは、

膨大なデータをどう分析し、その結果をどう生かし

ていくかだ。これには専門家の力が必要である。

　三菱総合研究所では、国や地方自治体が医療費の

実態把握や適正化計画のためのレセプト分析システ

ムを構築しており、政策立案の実施・運用支援の一

翼を担っています。
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」
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○経済成長は幸福度維持の必要条件だが、それ
だけでは幸福度の向上に繋がらない。

○一人当たり所得は長期的に増加してきたが、
国民の幸福度は横ばい。

○幸福度を高める視点が、新たな国内需要を創
造し、さらなる経済成長に繋がる。

Point

　国際機関などで、「経済成長と幸福度」に関する

研究が盛んである。従来の経済分析の枠組みでは、

人々の所得水準と幸福度は概ね相関していると暗黙

に想定していたが、最近の幸福度研究では、経済的

豊かさに加えるべき要素にも注目している。

　米国の経済学者イースタリンは、1974年時点で

「所得が一定水準を超えると所得と幸福度の関係は

急速に弱まる」と既に主張していた（「イースタリ

ンの逆説」）。確かに先進国では経済成長が続いてき

たが、アンケート調査などで計る人々の幸福度（生

活満足度）はそれほど高まっていない。日本でも一

人当たり所得は長期的に向上してきたが、国民の生

活満足度はほぼ横ばいである（図）。日本社会では

物質的豊かさや利便性を追求してきた。経済成長や

所得の向上は幸福度の維持に必要だが、それだけで

は、もはや国民の幸福度の向上は望めないのである。

　では、幸福度を向上させる途はないのか。日本の

場合、所得格差が全体的な幸福度を引き下げている

可能性もあるが、国民のニーズが十分に満たされて

いないところが総じて幸福度の停滞に繋がっている

と考えるべきであろう。物質的・経済的レベルが一

定レベルを超えれば、次に求められるものは心の豊

かさである。心の豊かさとは、仕事のやりがいや満

足感、社会貢献、人間関係などを通した自己の成

長、将来への希望、家族や社会との絆や安心感など

である。特に東日本大震災を契機に心の豊かさを重

視する価値観は一層強くなっている。

　そうだとすれば、国民の潜在的ニーズともいうべき

心の豊かさをもたらす規制緩和や新たなサービスを

追求することで、新たな需要が生まれ、それが新産業

創造、ひいては経済成長に繋がる。例えば、ICTの進

化によって人やモノがネットワークにつながる時代に

なり、革新的なサービスや産業が創出されつつある。

ICT活用は農産物の生産性向上や6次産業化、外国人

旅行者の受入環境改善、医療・介護の質向上などに

広がり、起業による自己実現の機会も拡大している。

　要は、経済成長が幸福度を高めるのではなく、幸福

度を高めた結果が経済成長につながるということだ。

　経済の究極の目的は人々の幸福に貢献することで

ある。この意味で経済分野においても経済的豊かさ

とともに新たな要素も勘案した「幸福度」研究が盛

んになっているというのは、当然の帰結である。

1979年代初頭の「国民純福祉の開発」や2010年か

ら開催している「幸福度に関する研究会」などの経

験を踏まえつつ、今後の幸福度研究が政策判断に利

用可能な成果をあげることに、大いに期待したい。

他産業への波及効果も期待
■　新設住宅着工は、毎月の住宅着工の状況（戸数

と床面積）を翌月末に公表する指標であり、住

宅投資の動向を把握する上で重要な指標である。

国交省の建築着工統計のなかで公表される。

■　住宅建築は、建材などの他産業にも波及効果が

ある。また家具などの耐久消費財の需要も連動

するため、マクロ経済に与える影響はGDPに

占める住宅投資の割合（約5%）よりも大きい。

■　このため、新設住宅着工は景気に対して先行性

を持つとされ、新設住宅着工床面積は景気動向

指数の先行系列としても採用されている。

2012年は緩やかな回復トレンド
■　2003年から06年にかけては団塊ジュニア世代

の住宅取得を背景に、住宅着工は毎月10万戸

程度の高水準で推移した。07年には、改正建

築基準法施行の影響により一時的に大幅に減少

したが、その後は回復に転じる。ただし、08

年9月のリーマンショックは住宅投資にも深刻

な影響を与え、住宅着工水準は大きく低下した。

■　10年以降は、月7万戸程度と低水準ながら、住

宅ローン金利の歴史的な低下や東北での復興需

要、住宅エコポイント制度による下支えもあり、

住宅着工戸数は緩やかな回復トレンドにある。

今後の見通し
■　住宅着工戸数は、住宅エコポイントによる需要

先食いによる反動減も予想される一方、消費増

税前の駆け込み需要を見込めば、当面は堅調な

推移が見込まれる。

■　もっとも、14年4月に予定されている消費税

引き上げ後は反動減が予想される。過去の増税

時をみると、住宅着工戸数は1996年度に前年

比＋10%となった後、97年度には同▲18%と

大幅に減少している。

■　中期的にも、需要低下と供給過多により、住宅

着工戸数は減少傾向をたどると見込まれる。世

帯数の減少によって住宅需要の低下が見込まれ

る一方、供給面では、世帯数に対する住宅スト

ック数の割合が年々上昇傾向にあるためだ。

■　日本では、中古住宅の流通割合は14%と、米

国の78%やイギリスの89%に対してはまだ低

い水準にあるものの、89年は8％、98年は10

％であったことを考慮すると、年々着実に流通

割合は増加しており、新設住宅が主であった住

宅購入に変化の兆しが表れ始めている。中古住

宅市場の活性化によりリフォーム産業も盛り上

がり、特に耐震エコ住宅などを通して中古住宅

の価値は向上していくだろう。安価で質の良い

住宅ストックが増えれば、別荘やセカンドハウ

スとしての需要刺激も期待できる。

■　新築が中心だった住宅市場であるが、今後は新

築・中古あわせて動向を注視する必要があろう。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。
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○経済成長は幸福度維持の必要条件だが、それ
だけでは幸福度の向上に繋がらない。

○一人当たり所得は長期的に増加してきたが、
国民の幸福度は横ばい。

○幸福度を高める視点が、新たな国内需要を創
造し、さらなる経済成長に繋がる。

Point

　国際機関などで、「経済成長と幸福度」に関する

研究が盛んである。従来の経済分析の枠組みでは、

人々の所得水準と幸福度は概ね相関していると暗黙

に想定していたが、最近の幸福度研究では、経済的

豊かさに加えるべき要素にも注目している。

　米国の経済学者イースタリンは、1974年時点で

「所得が一定水準を超えると所得と幸福度の関係は

急速に弱まる」と既に主張していた（「イースタリ

ンの逆説」）。確かに先進国では経済成長が続いてき

たが、アンケート調査などで計る人々の幸福度（生

活満足度）はそれほど高まっていない。日本でも一

人当たり所得は長期的に向上してきたが、国民の生

活満足度はほぼ横ばいである（図）。日本社会では

物質的豊かさや利便性を追求してきた。経済成長や

所得の向上は幸福度の維持に必要だが、それだけで

は、もはや国民の幸福度の向上は望めないのである。

　では、幸福度を向上させる途はないのか。日本の

場合、所得格差が全体的な幸福度を引き下げている

可能性もあるが、国民のニーズが十分に満たされて

いないところが総じて幸福度の停滞に繋がっている

と考えるべきであろう。物質的・経済的レベルが一

定レベルを超えれば、次に求められるものは心の豊

かさである。心の豊かさとは、仕事のやりがいや満

足感、社会貢献、人間関係などを通した自己の成

長、将来への希望、家族や社会との絆や安心感など

である。特に東日本大震災を契機に心の豊かさを重

視する価値観は一層強くなっている。

　そうだとすれば、国民の潜在的ニーズともいうべき

心の豊かさをもたらす規制緩和や新たなサービスを

追求することで、新たな需要が生まれ、それが新産業

創造、ひいては経済成長に繋がる。例えば、ICTの進

化によって人やモノがネットワークにつながる時代に

なり、革新的なサービスや産業が創出されつつある。

ICT活用は農産物の生産性向上や6次産業化、外国人

旅行者の受入環境改善、医療・介護の質向上などに

広がり、起業による自己実現の機会も拡大している。

　要は、経済成長が幸福度を高めるのではなく、幸福

度を高めた結果が経済成長につながるということだ。

　経済の究極の目的は人々の幸福に貢献することで

ある。この意味で経済分野においても経済的豊かさ

とともに新たな要素も勘案した「幸福度」研究が盛

んになっているというのは、当然の帰結である。

1979年代初頭の「国民純福祉の開発」や2010年か

ら開催している「幸福度に関する研究会」などの経

験を踏まえつつ、今後の幸福度研究が政策判断に利

用可能な成果をあげることに、大いに期待したい。

他産業への波及効果も期待
■　新設住宅着工は、毎月の住宅着工の状況（戸数

と床面積）を翌月末に公表する指標であり、住

宅投資の動向を把握する上で重要な指標である。

国交省の建築着工統計のなかで公表される。

■　住宅建築は、建材などの他産業にも波及効果が

ある。また家具などの耐久消費財の需要も連動

するため、マクロ経済に与える影響はGDPに

占める住宅投資の割合（約5%）よりも大きい。

■　このため、新設住宅着工は景気に対して先行性

を持つとされ、新設住宅着工床面積は景気動向

指数の先行系列としても採用されている。

2012年は緩やかな回復トレンド
■　2003年から06年にかけては団塊ジュニア世代

の住宅取得を背景に、住宅着工は毎月10万戸

程度の高水準で推移した。07年には、改正建

築基準法施行の影響により一時的に大幅に減少

したが、その後は回復に転じる。ただし、08

年9月のリーマンショックは住宅投資にも深刻

な影響を与え、住宅着工水準は大きく低下した。

■　10年以降は、月7万戸程度と低水準ながら、住

宅ローン金利の歴史的な低下や東北での復興需

要、住宅エコポイント制度による下支えもあり、

住宅着工戸数は緩やかな回復トレンドにある。

今後の見通し
■　住宅着工戸数は、住宅エコポイントによる需要

先食いによる反動減も予想される一方、消費増

税前の駆け込み需要を見込めば、当面は堅調な

推移が見込まれる。

■　もっとも、14年4月に予定されている消費税

引き上げ後は反動減が予想される。過去の増税

時をみると、住宅着工戸数は1996年度に前年

比＋10%となった後、97年度には同▲18%と

大幅に減少している。

■　中期的にも、需要低下と供給過多により、住宅

着工戸数は減少傾向をたどると見込まれる。世

帯数の減少によって住宅需要の低下が見込まれ

る一方、供給面では、世帯数に対する住宅スト

ック数の割合が年々上昇傾向にあるためだ。

■　日本では、中古住宅の流通割合は14%と、米

国の78%やイギリスの89%に対してはまだ低

い水準にあるものの、89年は8％、98年は10

％であったことを考慮すると、年々着実に流通

割合は増加しており、新設住宅が主であった住

宅購入に変化の兆しが表れ始めている。中古住

宅市場の活性化によりリフォーム産業も盛り上

がり、特に耐震エコ住宅などを通して中古住宅

の価値は向上していくだろう。安価で質の良い

住宅ストックが増えれば、別荘やセカンドハウ

スとしての需要刺激も期待できる。

■　新築が中心だった住宅市場であるが、今後は新

築・中古あわせて動向を注視する必要があろう。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。
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対外債務懸念の再来
■　アルゼンチン（人口4,012万人、GDP4,460億

米ドル）の経済情勢が悪化している。

　　同国は、これまでほぼ10年単位で、対外債務

の破綻とその後の経済回復を繰り返してきた

が、足元の経済情勢はやや暗い。現在、アルゼ

ンチン政府は過去に実施した政府債務の整理を

巡って債権者と係争中であり、その結果によっ

ては、再び債務問題が生じる可能性がある。

■　問題の根は、同国の貿易保護主義にある。工業

化が遅れた同国では、輸出で稼ぐ外貨が不足が

ちであり、これが対外債務問題を招いている。

その解決策をさらなる国内産業の保護に求めて

しまうので、構造改革が進まない。

脆弱な経済基盤
■　アルゼンチン経済の過去を振り返ると、1980

年代のハイパーインフレと債務危機を経て、

90年代には、貿易の自由化や政府部門の民営

化を推進することにより経済を再建させた。し

かし、経済の過熱により対外債務が増加し、隣

国ブラジルの経済危機を契機として、2001年に

は再び公的債務のデフォルトを余儀なくされた。

■　政府は、02年から経済再建に着手し、財政支

出の抑制、為替レートの維持、国内向けの所得

拡充策を展開。これにより11年までは9年連

続のプラス成長を実現した。ところが、同時に

進んだインフレが国民の不満を高め、07年に

就任し11年に再選されたフェルナンデス大統

領は、これまでの自由主義路線から保護主義路

線へと方針を転換しており、一貫した政策運営

を遂行できずにいる。

■　00-10年における南米各国の輸出伸び率（年平

均、ドルベース）を見ていくと、アルゼンチン

は9.9％と、周辺国のブラジル13.8％、ペルー

17.7％、チリ14.6％に比べ見劣りする。長引

く債務問題は、同国のカントリーリスクを意識

させ、先進国からの直接投資が低迷して、輸出

競争力をさらに減退させている。

保護主義の問題点
■　南米には、メルコスール（南米南部共同市場、

95年成立）という関税同盟があるが、最近の

アルゼンチンは、メルコスール内での自由化の

動きに反し、貿易黒字の維持と外貨獲得を優先

させている。

■　12年2月には輸入事前審査制度を導入し、輸

入制限を強化した。穀物産品には税収を目的と

して輸出課徴金を設定しているが、その引き上

げを実施し、メキシコからの自動車の輸入には

停止措置を発動した。貿易の制限は、相手国側

からの対抗措置を招き、結果として貿易の縮小

と外貨不足をもたらす。対外債務懸念を払拭さ

せる経済情勢とは言い難い状況にある。

大きな政府と高コスト体質の経済構造
■　フランス経済はドイツに次ぐユーロ圏第2位

（GDPシェア21％）の大国である※1。一般政

府歳出の対GDP比が56％を占めており、ユー

ロ圏で最も公的部門のウェイトが高いのが特徴

である。

■　また、1999年のユーロ導入以降、単位当たり

労働コスト（ULC）は高い伸びを続けており、

競争力の低下から経常赤字が続いている。

政策転換を余儀なくされるオランド
政権
■　2012年5月の大統領選では、成長・雇用重視

を掲げるオランド氏が勝利。就任後には、公約

である年金受給開始年齢の一部引き下げ（62

才→60才）、最低賃金引き上げ（2％）、付加価

値税（VAT）引き上げ（19.6％→21.2％）撤

回、企業と富裕層への増税を次々に実施した。

■　しかし企業側にとって、景気が悪化するなかで

の増税や労働コストの上昇は、競争力悪化につ

ながる。このため7月以降、PSA（自動車）、

ミタル（鉄鋼）など大手企業が大幅な人員削減

や、工場の閉鎖などを相次いで発表した。

■　こうした「フランス離れ」の動きを受け、オラ

ンド政権は12年11 月、企業の労働コスト負担

軽減（200億ユーロ）などの競争力強化策と、

その財源として、14年からのVAT引き上げ

（19.6％→20％）を発表、これまでの政策から

の転換を余儀なくされている。

長期的な成長力低下の懸念
■　こうしたなか、スタンダード&プアーズ（S&P）

が12 年1月にフランスの格付けをAAAから

AA+に引き下げたほか、11月にはムーディー

ズも、同国の競争力強化策は不十分で長期的な

成長力に疑問があること、フランスの銀行の南

欧諸国向け与信が他に比べ顕著に大きいこと※2

などを理由にAa1に格下げした。

■　南欧諸国では、市場からの圧力を受け、財政再

建に加え、競争力改善に向けた労働市場改革に

も取り組んでいる。一方フランスでは、抜本的

な構造改革を先送りしてきたが、今のところ景

気後退までには至らずに済んでいる。

　　しかしこのまま先送りを続ければ、ULC が低

下し競争力が改善しつつある南欧諸国にも輸出

シェアを奪われ、一段と成長力が低下すること

が懸念される。

■　低成長が続き財政赤字削減が遅れれば、フラン

スが債務危機の次のターゲットとなる可能性も

ある。市場が小康状態にあるうちに構造改革に

踏み切れるのか、注目される。

※１　FRBが、米国銀行60程度、米国内の他国銀行20程度に対し、四半期ごと
に実施するアンケート調査。商工業・商業用不動産・家計向け貸出に対す
る①貸出基準・条件、②資金需要動向について、過去3カ月間の変化を択
一式で回答。集計結果は、「厳格化／増加」「やや厳格化／やや増加」と回
答した銀行構成比率から、「緩和化／減少」「やや緩和化／やや減少」と回
答した銀行構成比率を引いて、各項目のDIを作成。

※２　Mckinsey Quarterly(January 2012) “Working out of debt”によると、
米国のデレバレッジは依然道半ばながらも、英国やスペインなどに比べれ
ば進捗しつつある。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。

※１　Public Private Partnershipの略称。官民共同で進める事業形態を指す。

※１　日本のGDPの約半分の規模。
※２　2012年6月末現在、GDP比約18％とドイツの銀行（約8％）の約2倍に

のぼる。
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対外債務懸念の再来
■　アルゼンチン（人口4,012万人、GDP4,460億

米ドル）の経済情勢が悪化している。

　　同国は、これまでほぼ10年単位で、対外債務

の破綻とその後の経済回復を繰り返してきた

が、足元の経済情勢はやや暗い。現在、アルゼ

ンチン政府は過去に実施した政府債務の整理を

巡って債権者と係争中であり、その結果によっ

ては、再び債務問題が生じる可能性がある。

■　問題の根は、同国の貿易保護主義にある。工業

化が遅れた同国では、輸出で稼ぐ外貨が不足が

ちであり、これが対外債務問題を招いている。

その解決策をさらなる国内産業の保護に求めて

しまうので、構造改革が進まない。

脆弱な経済基盤
■　アルゼンチン経済の過去を振り返ると、1980

年代のハイパーインフレと債務危機を経て、

90年代には、貿易の自由化や政府部門の民営

化を推進することにより経済を再建させた。し

かし、経済の過熱により対外債務が増加し、隣

国ブラジルの経済危機を契機として、2001年に

は再び公的債務のデフォルトを余儀なくされた。

■　政府は、02年から経済再建に着手し、財政支

出の抑制、為替レートの維持、国内向けの所得

拡充策を展開。これにより11年までは9年連

続のプラス成長を実現した。ところが、同時に

進んだインフレが国民の不満を高め、07年に

就任し11年に再選されたフェルナンデス大統

領は、これまでの自由主義路線から保護主義路

線へと方針を転換しており、一貫した政策運営

を遂行できずにいる。

■　00-10年における南米各国の輸出伸び率（年平

均、ドルベース）を見ていくと、アルゼンチン

は9.9％と、周辺国のブラジル13.8％、ペルー

17.7％、チリ14.6％に比べ見劣りする。長引

く債務問題は、同国のカントリーリスクを意識

させ、先進国からの直接投資が低迷して、輸出

競争力をさらに減退させている。

保護主義の問題点
■　南米には、メルコスール（南米南部共同市場、

95年成立）という関税同盟があるが、最近の

アルゼンチンは、メルコスール内での自由化の

動きに反し、貿易黒字の維持と外貨獲得を優先

させている。

■　12年2月には輸入事前審査制度を導入し、輸

入制限を強化した。穀物産品には税収を目的と

して輸出課徴金を設定しているが、その引き上

げを実施し、メキシコからの自動車の輸入には

停止措置を発動した。貿易の制限は、相手国側

からの対抗措置を招き、結果として貿易の縮小

と外貨不足をもたらす。対外債務懸念を払拭さ

せる経済情勢とは言い難い状況にある。

大きな政府と高コスト体質の経済構造
■　フランス経済はドイツに次ぐユーロ圏第2位

（GDPシェア21％）の大国である※1。一般政

府歳出の対GDP比が56％を占めており、ユー

ロ圏で最も公的部門のウェイトが高いのが特徴

である。

■　また、1999年のユーロ導入以降、単位当たり

労働コスト（ULC）は高い伸びを続けており、

競争力の低下から経常赤字が続いている。

政策転換を余儀なくされるオランド
政権
■　2012年5月の大統領選では、成長・雇用重視

を掲げるオランド氏が勝利。就任後には、公約

である年金受給開始年齢の一部引き下げ（62

才→60才）、最低賃金引き上げ（2％）、付加価

値税（VAT）引き上げ（19.6％→21.2％）撤

回、企業と富裕層への増税を次々に実施した。

■　しかし企業側にとって、景気が悪化するなかで

の増税や労働コストの上昇は、競争力悪化につ

ながる。このため7月以降、PSA（自動車）、

ミタル（鉄鋼）など大手企業が大幅な人員削減

や、工場の閉鎖などを相次いで発表した。

■　こうした「フランス離れ」の動きを受け、オラ

ンド政権は12年11 月、企業の労働コスト負担

軽減（200億ユーロ）などの競争力強化策と、

その財源として、14年からのVAT引き上げ

（19.6％→20％）を発表、これまでの政策から

の転換を余儀なくされている。

長期的な成長力低下の懸念
■　こうしたなか、スタンダード&プアーズ（S&P）

が12 年1月にフランスの格付けをAAAから

AA+に引き下げたほか、11月にはムーディー

ズも、同国の競争力強化策は不十分で長期的な

成長力に疑問があること、フランスの銀行の南

欧諸国向け与信が他に比べ顕著に大きいこと※2

などを理由にAa1に格下げした。

■　南欧諸国では、市場からの圧力を受け、財政再

建に加え、競争力改善に向けた労働市場改革に

も取り組んでいる。一方フランスでは、抜本的

な構造改革を先送りしてきたが、今のところ景

気後退までには至らずに済んでいる。

　　しかしこのまま先送りを続ければ、ULC が低

下し競争力が改善しつつある南欧諸国にも輸出

シェアを奪われ、一段と成長力が低下すること

が懸念される。

■　低成長が続き財政赤字削減が遅れれば、フラン

スが債務危機の次のターゲットとなる可能性も

ある。市場が小康状態にあるうちに構造改革に

踏み切れるのか、注目される。

※１　FRBが、米国銀行60程度、米国内の他国銀行20程度に対し、四半期ごと
に実施するアンケート調査。商工業・商業用不動産・家計向け貸出に対す
る①貸出基準・条件、②資金需要動向について、過去3カ月間の変化を択
一式で回答。集計結果は、「厳格化／増加」「やや厳格化／やや増加」と回
答した銀行構成比率から、「緩和化／減少」「やや緩和化／やや減少」と回
答した銀行構成比率を引いて、各項目のDIを作成。

※２　Mckinsey Quarterly(January 2012) “Working out of debt”によると、
米国のデレバレッジは依然道半ばながらも、英国やスペインなどに比べれ
ば進捗しつつある。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。

※１　Public Private Partnershipの略称。官民共同で進める事業形態を指す。

※１　日本のGDPの約半分の規模。
※２　2012年6月末現在、GDP比約18％とドイツの銀行（約8％）の約2倍に

のぼる。
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2月号

2011年 2012年

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
家計消費支出
総務省 「家計調査」
実質前年比％

0.5 ▲2.3 2.3 3.4 2.6 4.0 1.6 1.7 1.8 ▲0.9 ▲0.1 0.2

機械受注
内閣府 「機械受注統計」
季調済前期比％

▲2.5 0.7 2.8 ▲2.8 5.7 ▲14.8 5.6 4.6 ▲3.3 ▲4.3 2.6 3.9

輸出数量指数
内閣府 季調済前期比％

0.7 ▲4.2 7.0 1.3 2.0 ▲1.8 ▲4.1 ▲4.8 2.6 ▲2.3 ▲2.3 ▲2.3 0.1

輸入数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲1.4 2.8 ▲5.5 7.4 ▲2.0 2.0 ▲3.0 1.7 ▲1.7 7.8 ▲12.4 3.8 3.2

鉱工業生産指数
経済産業省 「鉱工業生産指数」
季調済前期比％

2.3 0.9 ▲1.6 1.3 ▲0.2 ▲3.4 0.4 ▲1.0 ▲1.6 ▲4.1 1.6 ▲1.4

完全失業率
総務省 「労働力調査」 ％

4.5 4.6 4.5 4.5 4.6 4.4 4.3 4.3 4.2 4.2 4.2 4.1

消費者物価指数
総務省 「消費者物価指数」
前年比％（生鮮除く総合）

▲0.1 ▲0.1 0.1 0.2 0.2 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.3 ▲0.1 0.0 ▲0.1

国内企業物価指数
日本銀行 「企業物価指数」
前年比％

0.8 0.3 0.4 0.3 ▲0.6 ▲0.8 ▲1.5 ▲2.2 ▲1.9 ▲1.5 ▲1.0 ▲0.9 ▲0.6
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主要経済統計データ

　気がつけば小規模なクリニックでもコンピュータが使われ

るようになった。私のかかりつけのクリニックでも、医師は

傍らに置いたコンピュータで検査結果や過去の診療履歴を

見ながら問診している。私は他の病院の健康診断結果も持

参し入力してもらっているので、医師はデータを何年分もさ

かのぼって参照できる。

　次のステップは、このデータのポータビリティだと考え

る。今後、他の病院で診療することになっても、こうした

データを利用することで、より的確に診療が受けられるな

らありがたい。医学の進歩や医療サービスの向上に役立つ

なら、自分のデータを大いに活用して欲しいとも思う。加え

て医療費控除の確定申告も楽になるなら、なお喜ばしい。

　医療分野における情報通信技術の活用（ICT化）は、さ

まざまな関係機関のネットワーク構築の段階を迎えている。

わが国では、これまで医療のICT化は進展が遅いと揶揄さ

れてきたが、医事会計や電子カルテなど緩やかながら着実

にコンピュータの普及がみられる。また、各所のコンピュー

タがネットワークを形成するようになってきた。

　この動きは、医療の変革が進んでいることが要因となっ

ている。高齢社会においては、慢性疾患医療の比率が高く

なり、従来の急性期医療中心の体制から、生涯にわたる健

康・疾病管理を重視する体制に変わる必要がある。これに

は単独の病院だけでは完結せず、複数の病院・診療所、

福祉施設、また医療や介護に関係するさまざまなサービス

も含む連携体制が必要になる。このような医療連携・包括

ケアに向け、政策も現場も動いているのだ。

　政府は、IT化を促進する政策も重点的に実施している。

地域医療福祉情報連携ネットワークシステムやPHR/EHR

（Personal/Electronic Health Record）の整備促進施策や

各種の機器・システムを連携させるための標準化施策が多

数ある。それらのなかでも情報セキュリティ・プライバシー

対策はとくに重要視され、制度、業務、技術などさまざま

な検討が行われている。たいへん重要な課題であり、関係

者の真摯な取り組みに敬意を表したい。

　同じように大切なのは、個人の意識である。自分自身の

データを自ら管理する意識をもつこと、より良い医療のため

にデータを活用する望み、またそれが可能になるように行動

することである。このような個 人々の意識や行動が起点とな

って、医療分野のネットワークが発展・定着し、ひいては高

齢社会が求める医療体制の実現につながっていくと考える。

　持続可能な資源利用に関する『ハーマン・デイリーの原

則』というのをご存知だろうか。①再生可能な資源の利用

速度は、再生の速度を超えないようにする、②再生不可能

な資源は、再生可能な資源による代替が可能なペースで利

用する、③「汚染物質」の排出速度は、環境による循環・吸

収・無害化の速度を超えないようにする、という３つだ。

　一方、（自然環境のなかでは）再生不可能な資源の代表

選手である金属資源は、(ⅰ)地球上では有限だが、(ⅱ)原理

的には不滅で人為的に再生可能といった特徴がある。ここ

から導かれる再生不可能資源の持続的利用のための基本

戦略は“グローバルレベルでの資源の使い回し”だ。

　例えば、人間にとって最も馴染み深い金属である鉄につ

いて見てみよう。これまでの分析結果に基づき、人間一人に

必要な鉄鋼のストック量が社会インフラなどを含めて10ト

ンと想定すると、2050年の世界人口90億人のために必要

な鉄の総量は900億トンとなる。これは、既に世界で使われ

ている鉄のストック量と現在確認されている残存埋蔵量の

合計とほぼ同レベルである。すなわち、1人10トンの鉄を上

手く使い回すサイクルができれば、人類全体が持続的に鉄

を使い続けることができると言える。

　一見、超長期の原理原則のようにも見えるが、日本の製

造業が世界のなかでポジションを維持・向上していくため

には、このような持続的な資源利用体系の構築を目標とし

て足下から行動することがカギとなる。資源の使い回しで

重要となるのが、素材や製品の生産から廃棄以降までを管

理する「ライフサイクルマネジメント」の概念である。具体的

には、①解体・再生を前提とした製品づくりと連携したリサ

イクルシステムである“リバースマニュファクチャリング(逆生

産)”、②素材を適切に分別することでトレーサビリティーを

強化して循環を効かす“素材マネジメント”などである。

　①は既に家電・自動車などで実施され始めており、②は

検討が始まっている段階だ。こうした実績を踏まえて、グ

ローバルなモノの流れのなかで、日本から輸出した製品を

再び日本に戻し素材への逆工程を日本が担うなど、製品の

ライフサイクル全体を管理するビジネスモデルを世界規模

で構築できれば、日本の製造業は優位性を発揮できる。
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